＜第85回臨時大会　徳永秀昭中央執行委員長あいさつ＞
みなさん、本年もどうぞよろしくお願いいたします。委員長の徳永です。第85回臨時大会の開会に当たり、中央本部を代表して、一言ごあいさつ申し上げたいと思います。
はじめに、昨年12月16日に行われました衆議院議員選挙において、全国の仲間のみなさんの積極的な取り組み、組織内・協力候補への支持をいただき、この場をかりて改めて御礼を申し上げます。選挙結果は、民主党が現有議席を大幅に減らし想定を超える惨敗を喫し、一方で、自民・公明両党が3分の2を超える議席を獲得することとなりました。自治労は、全国で18人の組織内・協力国会議員を擁立してこの選挙戦をたたかいましたが、結果として、千葉の若井康彦(わかい・やすひこ)さんと沖縄の照屋寛徳(てるや・かんとく)さん、お二人の当選に止まりました。極めて厳しい結果ではありますが、事実として重く受け止めざるを得ないと考えています。
私たちは今後、極めて厳しい対応、取り組みを余儀なくされることになりますが、組合員のみなさんには改めて自治労への結集と団結の再強化をお願いし、何としてもこの厳しい状況を乗り越える決意を冒頭申し上げておきたいと思います。
さて、当面する課題について考え方を申し上げごあいさつとさせていただきたいと思います。
まず第一点目は、都市交との統合についてであります。通常1月は、中央委員会として開催しておりますが、今回、都市交との統合にともなう規約・規程・規則等の一部改正があるため、第85回臨時大会として開催させていただきました。ご存じのとおり、この間、自治労と都市交は、地域公共サービス労働者の総結集を産別の中心課題として、両産別の組織統合にむけて真摯な議論を重ねてまいりました。
後ほど提案させていただく組織統合協定書(案)にもあるとおり、組合員の生活と権利の向上、地方分権の推進などに向けて、組織強化・拡大をはかり、社会的影響力を回復させることが今ほど求められている時はありません。この統合を契機として、これまで両産別が確立してきた運動の歴史と組織運営をお互いに尊重しあい、学びあいながら地域住民に期待される交通政策・自治体政策を創りあげていくこと、都市交運動のアイデンティティを継承し、次代の運動につなげていくことの重要性について改めて提起してまいりたいと考えています。
加えて、都市交通関係労働者の組織化の取り組みについても申し上げたいと思います。都市交は、これまで正規職員を中心とする組織として運動を進めてこられました。しかし、地域社会と住民の切実なニーズに対応していくためには、今後は、民間や非正規など、アウトソーシングされた公共交通関係労働者も含めた組織化に取り組んでいくことが必要であると認識しています。今回の組織統合を機に、より幅広く組織拡大、組織強化を推進することで、地域公共サービス労働者の総結集と運動の活性化をはかってまいりたいと考えております。したがって、後ほど提案させていただきます第3号議案を含む、組織統合にかかわる議案につきまして、全会一致でご決定いただくようお願い申し上げます。
第二点目は、2013春闘についてであります。
のちほど、氏家書記長より春闘方針について提案させていただきますが、私からは、2013春闘の重要な柱のひとつでもある臨時・非常勤等職員の処遇改善の取り組みについて提起させていただきたいと思います。非正規職員の処遇改善の取り組みについては、2010年の徳島大会で、ある意味でセンセーショナルともいえる具体的な課題提起をさせていただきました。あれから2年5か月が経過し、非正規職員の処遇改善の取り組みが、自治労運動の中に根付きつつあることは、全国の仲間のみなさんの努力のあかしであり、改めて感謝申し上げたいと思います。
　昨年6月に自治労が行った「臨時・非常勤等職員の賃金労働条件等制度調査」によって、自治体に働く臨時・非常勤等職員数が概算で70万人を超えているということ、また2008年に実施した同様の調査結果と比較しても、5.5ポイントも増えていることが明らかになりました。賃金についても時給・日給と勤務時間とあわせて換算しても年間賃金は200万円前後以下と言え、今もなお、いわゆる「官製ワーキングプア」と呼ばれる人が増え続けていることがわかりました。自治体業務を遂行するうえで欠くことのできない戦力となっている非正規職員の処遇改善がなされなければ、公共サービスの向上は果たし得ません。労働者にとって厳しい状況が続いている今だからこそ、自治体に働く正規職員、自治体首長、議会、そこに暮らす住民も含めたすべての関係者が、問題意識を共有し、取り組むべき課題として改めて再認識する必要があります。
今回の調査によって、もう一つ明らかになったことがあります。自治労が臨時・非常勤等職員を組織化している自治体の方が、組織化していない自治体よりも賃金・労働条件がプラスに振れているという事実です。これは私たちが取り組んできた成果と言えますし、このことによって労働組合の必要性、重要性について改めて認識することができると言えます。現在、臨時・非常勤等職員の自治労加入率は、平均で3.3%程度ですが、今後、さらに組織化を進めていかなければなりません。2013春闘を取り組むにあたり、今回の調査結果も活かしながら、全単組において処遇改善の取り組みを集中的に進めていただきたいと考えています。
　第三点目は、東日本大震災からの再生と復興、脱原発社会の実現にむけてであります。
　間もなく、あの東日本大震災から丸二年を迎えようとしています。公共サービスの再生と復興に向け、被災地以外からの応援職員の派遣も継続されているところですが、被災自治体においては、いまだに深刻な人員不足が続いています。年のはじめに、被災地に派遣された職員が自らの命を絶つという悲しいニュースもありました。中長期的な体制の確立にむけて、被災自治体における人員の確保を求めていくと同時に、被災地で働く職員、応援職員のメンタルケアの機会を保障していくことが重要です。自治労は、電話による「自治労ほっとダイヤル」相談を継続するとともに、専門家などの協力も得ながら被災地のニーズに応じた取り組みを引き続き展開してまいります。
　また、脱原発社会の実現に向けてでありますが、安倍政権は、民主党が掲げた「2030年代の原発稼働ゼロ」方針を見直す方向を明らかにしています。福島第一原発事故は、いまだ収束に至らず、復旧の道筋さえ見通せない状況が続いています。政府に対して、あの原発事故により、原発の安全神話は完全に崩壊したことの再認識を求めた上で、一日も早い事故の収束とともに、エネルギー政策の抜本的見直し、再生可能エネルギーへの転換を求めていきたいと考えています。
　第四点目に、政治にかかわる課題について申し上げたいと思います。
　これまで私たちは連合とともに、自治労の求める政策・制度の実現にむけ、政府・民主党に対する取り組みを展開してまいりました。しかし、昨年末の衆議院選挙の結果により、民主党は与党から野党になり、今後、自公政権のもとで政策が展開されることになります。私たちの求める政策を実現するためには、改めて運動の再構築をはかっていかなければなりません。自公政権に対して、要求、交渉を行うとともに、大衆行動を配置するなど、連合、公務労協とともに取り組みの建て直しが必要です。
　一昨日29日に、安倍政権は総額92.6兆円の2013年度政府予算案を臨時閣議で決定しました。詳細はふれませんが、私たちにとって特に問題なのは、地方交付税を4000億円減額することにより、国家公務員に準じた給与削減を地方公務員に要請するとして、地方自治体に対し給与削減措置の実施を強制している点であります。　そもそも、国家公務員の臨時特例法は、東日本大震災からの復興を目的に、当時の政府と国公連合との労使合意の上で行われたものであります。そのことを無視して、地方公務員も国家公務員並みに削減すべき、などとしていることは、まったくの筋違いであり、到底許されることではありません。一言でいうと「地方自治の否定」であります。そもそも6割近くの自治体が、財源不足等に対応するため、労使交渉を行ったうえで、独自の給与カットや人員削減を行ってきています。自治体の給与などについて、国が一方的に決めることはあり得ませんし、地方公務員の給与削減を強要すべく、地方交付税を減らすということはナンセンスとしか言いようがありません。
地方公務員の人件費は、医療保険や介護保険の現物給付などとともに、この間、公共事業などよりも地域間の格差解消に最も貢献してきたことが実証されています。よって、地方公務員の安易な給与削減は、地域経済の冷え込みにもつながるものであり、まさしくデフレ脱却をめざす政府自身の経済政策にも矛盾するものであると言わざるを得ません。地方分権確立のための財源確保と権限移譲をもとめ、地方六団体とりわけ地方三団体、首長対策を進めてまいります。
また同時に、自民党は人事院勧告をどのように扱うつもりなのか、と問わなければなりません。野党当時、国公の臨時特例法案の審議の際、労働基本権付与に反対するため「人勧尊重」の立場をとっておきながら、政権与党に復帰するや否や、特例法が終了する2014年4月以降も給与カットをしようとする。つまり、これは人勧を無視するということであり、そもそも矛盾する立場をとっているということになります。ご存じのとおり、昨年11月16日に衆議院が解散されたことにより、国公関連４法案および地公関連２法案については、廃案となりました。一方で、2008年6月に成立した国家公務員制度改革基本法は、本年6月に実質的に効力を失うこととなります。しかし、改めて指摘したいのは、そもそもこの基本法は、旧自公政権のもと成立したものであり、その流れのもとに国公関連4法案と地公関連2法案を政府として閣議決定しているということであります。このような事実も踏まえ、自民党に対しては、基本権制約の代償措置である人勧を無視し続けるのであれば、現在の公務員の労働基本権の制約そのものを見直すことが必然であるということを指摘し、連合、公務労協とともに国会対策を強化してまいりたいと考えております。
　いずれにしましても、今後、自民党はじめ日本維新の会などは、公務員や自治労をはじめとする労働組合を抑圧・敵対視する政策を推し進めようとすることは明らかであります。私たちにとってこれまで以上に厳しい対応を迫られることとなりますが、私たちは、知恵と胆力、そして何よりも組合員の団結の再強化により、大胆かつ強靭な政治対応をはかり、何としても組合員の利益と地方自治・公共サービスを守り抜いていかなければなりません。
本年7月の第23回参院選は、極めて厳しい「ゼロからのスタート」になったという認識のもと、組織内予定候補の比例区「あいはらくみこ」と、高知選挙区の武内則男(たけうち・のりお)の必勝をめざし、県本部・単組・組合員のひとりひとりが一丸となって取り組みを進めていただきますよう改めてお願いいたします。
最後になりますが、これまで触れてきたことの他にも、自治労共済と全労済との統合の課題や、社会保障制度改革など、私たちの取り組むべき課題は山積していますが、改めてみなさんの自治労運動への結集と取り組みの強化をお願いいたします。
2009年のあの政権交代以前、私たち労働組合、特に自治労は抵抗勢力と言われて、バッシングされ続けてきました。再び自公政権となった今、最大限の警戒心をもって不当な圧力に立ちむかう、その先頭に立って私も再挑戦する決意を申し上げてごあいさつとさせていただきます。
　ともにたたかいましょう。どうもありがとうございました。
1

